
総務省地域情報化アドバイザー優良事業事例

優良事業概要

地域情報化アドバイザーから受けた支援内容

優良事業事例団体

■事 業  名 ： 「書かない 行かない まわらない みんなに優しい 窓口改革事業」

■事業の概要：

本市では、市民の利便性向上と内部業務の効率化を目的として取り組むDXの一環として、窓口改
革プロジェクトを進めています。窓口における課題を解消し、安心安全かつ快適なサービス提供を行
うため、おくやみワンストップや書かないワンストップ窓口など、さまざまな取組を展開している。

■アドバイザーへの依頼内容：
窓口業務改革ワーキングチームへの助言
１ 事前学習・・・埼玉県深谷市における書かない窓口導入経緯とその内容・効果等
２ 現地支援・・・ アドバイザーの出身団体である埼玉県深谷市視察でのアテンド
３ 現地支援・・・三重県松阪市への視察アテンド（現地→オンラインに変更）

■支援を受けた内容：
第１回目：オンライン事前学習会（６月）

７月に予定している埼玉県深谷市視察に向け、深谷市での取組紹介、本市での取組手順やメン
バーのミッションなど、具体的に助言をいただく。また、ワーキングチームによる「窓口体験調査」とい
う齋藤氏からのミッションにより、現場の課題発見につながった。

団体名：島根県益田市
■人口
■面積
■主な産業
■地域情報化アドバイザー名
■派遣対応年度
■派遣回数
■支援形態
■支援分野

：43,621名（令和６年１月末時点）
：733.19平方キロメートル
：農林水産業
：齋藤 理栄 氏
：令和４年度
：３回
：支援・助言、フォローアップ
：人材（DXに関する知識習得・研修・育成）

第２回目：深谷市視察アテンド（７月）

ワーキングチームによる視察においてアテンドしていただく。庁舎案内や書かない窓口デモ実演、
市民課職員を交えた意見交換会を通じて、現場のリアルな様子を知るとともに、めざす姿を明らかに
することができた。

第３回目：松阪市視察アテンド（８月）

ワーキングチームによる視察第２弾、松阪市のおくやみワンストッ
プ視察にオンラインで助言していただく。全３回を通じて、システム
ありきではなく、BPR（アナログ改革）や全庁を巻き込んだ取組が重
要であるとの助言により、窓口改革プロジェクトチーム立上げにつ
ながった。

深谷市視察の様子



支援を受けた事業の最新状況

■令和５年４月の「おくやみ手続サポートサービス」開始を皮切りに、フロア改修、コンビニ交付手数
料の減額、書かないワンストップ窓口、オンライン申請サービス開始など、さまざまな取組を展開中。

地域情報化アドバイザー制度を知るきっかけ

■令和３年度に仕事を通じて出会った村上文洋氏が本制度アドバイザーであることを知り、本制度を
初めて利用。その後、村上氏からのご紹介で出会った齋藤氏から窓口改革への支援を受けるため、
再び制度を利用。この制度利用がきっかけとなり、両氏には現在、本市DXアドバイザーとして関わっ
ていただいている。

↑広報ますだ（令和５年１０月号）での窓口改革特集より抜粋

← Before
フロア改修前の窓口。

ハイカウンター中心で
通路も狭いうえ、待合
スペースも少ない。

After →
フロア改修後のロビー。

発券機とモニターを設
置し、待合スペースを
確保。

← After
フロア改修後の窓口。

ローカウンターに変更
し、プライバシーにも
配慮。安心して手続き
を行うことができる。



地域情報化アドバイザー制度に関する評価・感想

■評価・感想 ：３つのおすすめポイント！
１ 自治体の費用負担ゼロ！
→DXに取り組みたいけれども予算がない、何からすればよいかわからない。そんな時に制度を利
用することで、効果や必要性を知ることができ、予算化にもつなげやすい
２ 外を知り、仲間をつくるきっかけになる！
→アドバイザーには自治体職員も多く、現場に寄り添った支援を受けることができる。このほか、全
国多数の事例を知り仲間をつくるきっかけにもなり、副次的な効果も高い
３ TTPできる！
→全国の事例をもとに、TTP(徹底的にパクる）によるスピード感ある取組ができる

■・地域情報化アドバイザーだけでなく、そのほかの外部人材も効果的に活用したこと
 ・益田市内部に現状の把握から始めるBPR（業務見直し）を理解し、全体を巻き込んで進め
る職員がいたこと
 ・行革部門だけでなく、窓口部門の職員と一緒に複数の先進地へ視察に行き外を知る動き
をしたこと
 ・推進体制をつくり、トップダウンとボトムアップで改革を進めたこと
 ・先進地事例を実際に現地で確認し横展開したこと

支援したアドバイザーが考える成果の要因

■以下３点が支援を受けた成果要因になります。
１ 他自治体との共創
→仲間をつくり、外を知ることで、他自治体の仲間と共創できた
２ 全庁的な推進体制
→トップップダウン、ボトムアップ、部局横断のプロジェクトチームでスピード感ある取組を進めるこ
とができた
３ さまざまな支援制度
→デジタル田園都市国家構想交付金や県独自の補助金など、財源が充実していた

支援を受けた事業が成果につながった要因
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